






















島 田 克 彦
３１３
１ 町の空間構造把握
近代大阪の都市史研究において，土地所有を初めて正面から取り上げたの
は，名武なつ紀の論文３）であった。名武は都市大阪の伝統的市街地である旧
大坂三郷の中心部に属する北船場を取り上げ，近代における土地所有の変遷
を明らかにした。その成果を以下のように整理して把握する。
（ア）明治期以降の北船場において，近世から連続しない法人商業・金融業
者が新しい土地所有者として登場する。一般に「資本による土地取得」とし
て把握されるのが，このような土地所有主体である。
（イ）しかし戦間期の北船場には，近世の町人に系譜を持つ商業者（これを
名武は「町人系土地所有者」と呼ぶ）による土地所有の諸形態が存在し，土
地所有の側面で大企業と並存していた。その第一類型は個人大土地所有者で
あり，かれらは収入源における株式配当と土地建物賃貸料の比重を高めて金
利生活者化し，自身が北船場や大阪から郊外へ転出する傾向も見られた。
（ウ）町人系土地所有者の第二類型は，近世以来の家業を法人企業化するな
ど資本主義化への対応をはかり，経営を維持・発展させる中で土地所有を創
出してきた企業群である。第一と第二はともに町人系土地所有者の上層であ
るが，北船場の土地との関係のあり方は対照的である。
（エ）高麗橋３丁目・４丁目においては，１９２０年代半ばに至るまで「１８９０年
時点と同一経営体の個人業主層による土地所有」が継続してきた。しかし御
堂筋建設に伴い「裏通り」となった３丁目ではこのような土地所有が終戦時
まで継続するのに対し，「表通り」となった４丁目では，用地買収が「〔町人
系─引用者〕中小土地所有者による土地放出と大企業による土地の取得を促
進」する事態が生まれた。つまり大戦後の都市計画が，４丁目において土地
所有者が入れ替わる契機となったのである。
このような名武の研究に対して，研究方法の特徴とそれに伴う限界という
観点からコメントを付したい。名武は北船場の土地所有を明らかにするため
３）名武なつ紀「戦前期における大阪都心の土地所有構造」『土地制度史学』第１６３
号（１９９９年４月）所収。
３１４ 桃山学院大学経済経営論集 第６１巻第４号
に当該地域の全土地について土地台帳や登記簿を基礎資料とし，その結果，
特に高麗橋３丁目・４丁目については「土地所有変遷図」を作成，土地台帳
設置時点（１８９０年）から終戦時に至る期間の，土地所有の移り変わりを把
握するに至った。本格的な研究がなかった近代の大阪市街地について研究方
法を開拓し，土地所有の長期的変遷を明らかにした仕事が持つ研究史上の意
義は大きい。本論ではこの点を確認した上で，土地一筆ごとの所有者の把握
を，具体的な市街地の空間把握に結びつけていくことの重要性を問題提起し
たい。
名武は研究を一書４）にまとめるに際して高麗橋３丁目・４丁目における明
治期の土地利用状況を検討し，「土地所有者と直接の土地利用者とが異なる
場合が多く確認でき，借地・借家が広範に存在していたことが推察される」
（７５・７７ページ）という従来の指摘を補強した。こうした土地の所有・利用
の把握は「土地所有構造」の解明という研究課題の設定と関わっている。名
武は土地所有構造について「都市部における土地所有・利用実態の総体とそ
の展開過程…〔中略〕…こうした土地利用との関連をも含めた土地所有の
総体を意味するもの」（１０ページ）と説明し，さらに「分析対象地区である
北船場における土地所有者数や面積規模，所有者の経済的性格といった所
有状況に加え，土地利用の状況やそうした所有・利用状況をもたらしている
歴史的・経済的・社会的背景を含めている」（８０-８１ページ）とも述べてい
る。
しかし名武による高麗橋３丁目・４丁目の土地所有・利用の把握は，所有
については土地台帳に現れた一筆ごとの所有者ベースに，利用については明
治期に出版された『大阪営業案内』や『大阪市商工業者資産録』から把握で
きる表店の営業ベースに止まっている。名武の研究は，二つの町の空間を全
体として把握するという視野を持ち得ていないといえよう。
この点を考察する上で，谷直樹・三浦要一による明治中期北船場における
４）名武なつ紀『都市の展開と土地所有─明治維新から高度成長期までの大阪都心』
日本経済評論社，２００７年。以下，引用に際しては本文にページ数を示す。
近代大阪の都市社会史研究における土地所有構造論 ３１５
集住構造・職住関係の研究５）が手がかりとなる。谷・三浦は愛日学区２１ヶ町
（高麗橋３丁目・４丁目を含む。名武が「北船場」と把握する地域の北西部
分）の「建家取調図面」（１８８６年）を分析，土地一筆ごとの利用形態（家屋
の配置）を類型化して把握し，町ごとの住民構成と職業構成を明らかにし
た。谷・三浦論文によると，例えば平野町３丁目のように表店の裏の空間に
露地を引き込んで裏長屋を建てるという土地利用が街区中心部で検出される
町の類型がある。この類型は，（東西の）町通りから筋（南北の筋に開口し
た長屋建築が近代にはじまる），さらに路地・裏長屋へと進行する宅地への
家屋充填の最発達形態と位置付けられ，このような町区間ではきわめて高い
密度での集住が成立していた。また谷・三浦論文では，明治中期北船場では
薬種・呉服・舶来品・回漕問屋の仲間が特定の町に集中している事実が明ら
かにされている。これらを突き合わせると，こうした商業に従事する住み込
み労働者（奉公人）や，表店の営業によって包摂されない裏長屋住人の生活
世界が北船場の空間に展開していたことが明らかとなる。つまり谷・三浦論
文によって，北船場各町の内部空間が，町通り（表店と仕舞屋），筋部への
開口（長屋），路地によって導かれる裏長屋空間，という階層性を内包して
いたことが明らかとなったのである。
こうした谷・三浦論文の成果は，吉田伸之が社会＝空間構造論と呼ぶ近世
都市社会史研究の方法によって支えられている。吉田によると，（１）「空間」
とは，建築物やその土台としての土地，それらの複合としての集落やそれら
を内包する都市（遺構・遺物を含む）を意味し，（２）それゆえ必然的に「人
為を施された対象としての大地の一部を扱う視点と，当該の空間において営
５）谷直樹・三浦要一「近世末・近代初頭の大阪北船場における集住構造と職住形
態」塚田孝・吉田伸之編『近世大坂の都市空間と社会構造』（山川出版社，２００１
年）所収。ただし谷・三浦論文も，建家の構成から見た集住構造と職住形態の把
握に止まっており，歴史的に形成された社会関係の解明に到達してはいない。例
えば近代の町空間に特徴的な居住のあり方と諸営業の特質はどのような相互関係
にあったのか，あるいは表店の営業と裏屋での居住は土地の所有関係によってい
かなる制約を受けていたかといった諸論点を通じ，社会構造の立体的把握に迫っ
ていくことが今後の課題であろう。
３１６ 桃山学院大学経済経営論集 第６１巻第４号
まれる人々の社会構造を見る歴史学のスタンスとが相互に不可分」となり，
（３）民衆史にとって非文字史料が持つ重要な意味を明らかにし，これらの素
材を対象化する，このような視点・方法が社会＝空間構造論なのであった６）。
こうした成果を踏まえると，名武が土地台帳で把握した土地所有とその変
遷を，さらに立体的な町や町屋敷，そしてその構成員が織りなす社会の空間
構造把握に発展させることの重要性が明らかとなろう。ここでは一例とし
て，名武が北船場という地域の基本的性格を，「都心商業地」ゆえに「主と
して生産活動」が行われる場であると把握していることを挙げておきたい
（１４ページ）。地域のこうした捉え方は，（ア）から（エ）に整理した土地所
有とその変遷の解明と連関している。しかし，ここには北船場の生活空間と
しての側面（及びそれが失われていく過程）を捉えるという視点が欠落して
いるといえよう。こうしたことから，土地所有構造の解明という研究課題に
ついても町や地域の空間構造の把握につなげていくという視点からの再検討
が必要になると思われる。
２ 土地所有と都市社会形成過程の歴史的把握
本節では中嶋節子による論文「近代大阪の都市地主」７）を取り上げる。中嶋
論文は，経済史や建築史などの先行研究のほか，戦前の刊行物を含むさまざ
まな文献を手がかりとして，大阪市の二次にわたる接続町村編入に対応した
６）吉田伸之「都市社会＝空間構造の分節的把握」塚田・吉田編前掲書所収。吉田
『伝統都市・江戸』（東京大学出版会，２０１２年）に所収。吉田は社会＝空間構造
論のルーツを，野口徹の「町屋・町屋敷」論（建築史学），松本四郎の「店借＝
都市下層」論（歴史学）に求め，これら異なる二つの研究動向を一つに結合させ
たものとして玉井哲雄の江戸町人地研究を位置付けている。そして玉井の町人地
研究と，江戸の都市下層社会を精密に把握することを目指した吉田の社会構造分
析とが融合したところに「社会＝空間構造論の原型」が生まれたのである。吉田
はさらに，「『原理の異種的な社会の複合，分節的共在』として近世都市の『骨
格』を再構成してゆこうとする」自身の立場が，一般的には「部分と全体の関係
に注意しながら社会構造を捉える方法」である分節的把握を分節構造論へと発展
させたとする捉え方を明らかにしている。
７）中嶋節子「近代大阪の都市地主」鈴木博之ほか編『シリーズ都市・建築・歴史
７ 近代とは何か』（東京大学出版会，２００５年）所収。以下，引用に際して本文
にページ数を示す。
近代大阪の都市社会史研究における土地所有構造論 ３１７
形で継起的に登場する都市地主のさまざまなタイプを検討した。中嶋論文の
ねらいは，「都市の存在基盤である土地を所有」し，「都市空間を変える直接
的な社会階層として，都市の近代化に深く関わっていた」地主に注目するこ
とで，「彼らの土地経営によって現れる都市の姿に近代の都市空間形成の性
格を浮かび上がらせ」ることにあった。すなわち，近代大阪における「地主
と土地経営の関係，そしてその総体として出現した都市の空間的特徴」を考
察しようとしたのである（２８７-２８８ページ）。
中嶋論文は，旧三郷を核に，二次にわたって周辺地域が大阪市域に編入さ
れていく過程を段階的に把握し，各段階と対応させる形で地主による土地所
有・経営の特徴的な諸形態を明らかにした。見出しによって各事例を示す
と，①旧大坂三郷の近代，②大地主による土地会社の設立，③新田地帯の土
地経営，④新しい地主の登場と貸家経営，⑤耕地整理・土地区画整理事業に
よる新市街地の創出，となる。中嶋はこれらの検討を経て，大阪市域に段階
的に組み込まれていく地域ごとに土地経営のあり方を類型化したが，その結
論は「土地経営の規模，経営形態にかかわらず，土地利用の最終段階では，
貸家経営が行われた」（３１４ページ。ただし小規模土地所有の下でオフィス
街化する旧三郷中心部を除くと理解すべきであろう），というものであった。
このような中嶋論文に対して，本論文では二つの問題点を挙げてコメント
しておきたい。問題点の第一は，近代の都市大阪における土地所有の歴史的
性格が踏まえられていないということである。
この問題を論じるに先立ち，中嶋論文の基本的視点を確認しておきたい。
中嶋論文の視点は，明示的ではないものの，（A）土地所有と空間秩序に対
して，（B）土地利用・空間機能を区別し，地主による土地経営を捉えよう
とするところに見出される。中嶋はこうした視点に立って検討することで，
近代大阪における都市空間形成の特質を，「市域の拡張と市街地の開発は，
追いかけあうように都市を外へ外へと拡大させた。それは，大阪においては
地主や土地会社による経済活動としての土地経営が牽引したものであった。
そして，そこに現れた貸長屋の建ち並ぶ町は，近代的様相を呈していても，
３１８ 桃山学院大学経済経営論集 第６１巻第４号
その本質は近世的土地経営の延長上にあるものとなった」（３１４-３１５ページ）
と把握するに至った。中嶋は（A）から相対的に自立した（B）が，近代大
阪の都市形成にとって大きな意味を持ったと理解しているのである。
中嶋による（A）と（B）の区別の有効性は，例えば①の検討結果として，
「近世以来の市街地の大部分では，近世的土地所有形態・空間秩序を継承し
つつ，機能的再編を進めることで，近代都市空間を獲得していった」（２９７
ページ）と述べたところに現れている。三郷中心部の道修町３丁目と，周縁
に位置する西新瓦屋町を素材に，近世の水帳と明治末期の地籍図を比較した
ところ地割に大きな変化は認められないが，２０世紀前期には前者は商業専
用地化（居住の側面の後退）し，後者は貸家経営が中心になってゆく。この
ように，近代において旧三郷に形成された都市空間の特質を把握する上で，
（A）と（B）の区別は有効といえよう。
しかしながら，ここで第一の問題点に戻ると，中嶋論文は土地所有の歴史
的性格を踏まえていないことから（A）と（B）の区別が平板なものにとど
まり，都市空間における土地所有構造の歴史的特質に迫りえていない部分が
ある。二つの事例を挙げておきたい。第一の事例は①に関係する。旧三郷と
いう町の空間における土地所有を考察する上で，近代移行過程における身分
制の解体および近世の町が持つ身分集団としての性格の継承と断絶という問
題を組み込んで，土地所有が近代の旧三郷でどのようにして成り立つかが明
らかにされる必要がある。周知のように，近世の町は構成員たる町人（家
持）が家屋敷の売買を相互に規制する身分集団であった８）。都市住民の生活
単位である町が，近代化の過程でどのように終焉を迎えるかという問題は，
今日では，議会的要素の設置を通じた広域的行政単位（町組）の創出過程
と，家屋敷取得規制の機能を町が喪失していく過程の二側面から解明が試み
られている９）。中嶋の研究は，旧三郷における土地所有や空間秩序について，
８）朝尾直弘「日本近世都市の特質─一七世紀の町を中心に」同『都市と近世社会を
考える 信長・秀吉から綱吉の時代まで』（朝日新聞社，１９９５年）所収。
９）飯田直樹「町の近代化」塚田孝編『シリーズ三都 大坂巻』（東京大学出版
会，２０１９年）所収。
近代大阪の都市社会史研究における土地所有構造論 ３１９
「町人地が支配的な大阪では，近世以来の所有形態を継続した土地が多く，
都市内部の変化は比較的緩やかであった」（２８９ページ）とする理解が前提
となっている１０）。しかし近代の旧三郷における土地所有の成立を歴史的に明
らかにするためには，移行期における町の解体・再編と，これも解明すべき
点の多い都市における地租改正を通じた「所有」の質的な変容を媒介として
位置付ける必要があるのではないだろうか。
第二の事例は，②③に関係する。大阪湾岸新田地帯の地主による土地会社
の設立・経営という主題（③）を考察するためには，旧三郷接続地域におけ
る地主経営（②）と区別し，近代の新田における土地所有の成立過程を踏ま
えて，新田を経営地とする土地会社の持つ固有の歴史的性格を解明する必要
がある。新田地帯の土地所有構造は近代への移行過程において地租改正と民
法施行の二段階を経て再編され，土地所有権が確立していくのであり，土地
会社の設立はこのプロセスの完遂が前提条件であった。中嶋は，「土地が細
分され所有されていた旧大坂三郷と異なり，周辺地域では近世以来の大地主
による大規模な土地所有が行われていた」（２９８ページ）とする把握を示し
ているが，これは旧三郷と対比した土地所有の規模だけを指標とした類型化
となっており，近代大阪における土地所有構造の把握としては平板というべ
きであろう。
中嶋論文の問題点の第二は，接続町村で展開する市街地形成過程を，そこ
で発生する都市地主の利害や欲求を組み込んで捉えていないということであ
１０）ここで重要なことは，近世城下町の特徴である都市空間の身分的編成が，幕藩領
主制と身分制の解体過程でどのように再編されていくかを解明することである。
この点に関して，塚田孝と横山百合子の論文が参照されるべきである。塚田は大
阪の大宝寺町東之丁「町中申合規則」（１８８４年）を素材に，近代に再編された町
において「近世以来の共同組織の性格が家持たちの精神に持続した」ことを明ら
かにし，そこには近代の政治社会レベルより優先される町による土地所有・売買
の規制を見出しうると指摘した（「近代大阪への展開をみる一視点」広川禎秀編
『近代大阪の地域と社会変動』（部落問題研究所，２００９年）所収）。横山は，朝臣
化した幕臣を含む華・士・卒族層が東京府の武士地処分政策（近世後期の都市社
会の実態に規定され，「下賜」原則を基調とした）の下で都市地主化していく過
程を明らかにした（「解体される権力」吉田伸之・伊藤毅編『伝統都市２ 権力
とヘゲモニー』（東京大学出版会，２０１０年）所収）。
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る。中嶋論文は都市空間を変容させる社会階層として都市地主に注目してい
るが，接続町村において都市社会が形成されていく過程や，そこで登場して
くる都市地主が持つ（獲得する）歴史的性格にまで踏み込んでいない。筆者
の研究では，（旧）西成郡に属する三郷接続地域である福島・野田地域
（１８９７年，大阪市北区に編入）を素材としてこの主題に取り組んでいく。
ここで先行研究として，佐賀朝と加来良行の論文を挙げておきたい。佐賀
は九条・西九条地域（西成郡から大阪市西区に編入）における中小機械製造
業者の集積に注目し，土地所有状況の把握を基礎として地域支配構造を分析
した１１）。また佐賀は西成郡難波村（大阪市南区に編入）の土地所有構造と社
会＝空間構造を連関させて分析し，難波村が内包した八つの町共同体が収税
の単位となっていたこと，下層民の集住が地域を流動化させ，本村部分の町
の枠組みでは対処できない事態が難波村に発生し，戸長による地域支配とい
う近代的な行政の役割が高まったことなどを明らかにした１２）。
大阪市営水道の創設と拡張過程を研究した加来論文は，大都市公営事業の
「公共性」が都市社会や住民諸階層との関係のなかで内包した矛盾や制約を
歴史的に解明するとともに，市営水道の接続町村への給水に着目して西成郡
鷺洲村（町）の地域社会構造を分析した１３）。加来は，日清・日露戦争期から
大戦期にかけて急速な工業化過程にあった鷺洲町において，大阪市営水道に
よる都市社会基盤整備が大都市圏への統合機能を発揮したことを明らかにし
た。特に１９１４年（大正３）の市営水道拡張後は，接続町村の水道事業は事
実上市営水道に組み込まれることになり，１９２５年の市域編入に先立って大
阪市行政の強い影響下に置かれるに至る。注目すべきは，工業化に伴う地域
開発と人口増加の相互関係の下で，都市住民の衛生的な飲料水確保の必要が
１１）佐賀朝『近代大阪の都市社会構造』（日本経済評論社，２００７年）所収の「第六
章 中小工場集積と都市地域社会─九条・西九条地域を素材に」。
１２）佐賀朝「町村（まちむら）の近代化と地主─大阪・難波村を事例に─」『年報都
市史研究』第１５号（２００７年）所収。同「明治前期の『町村』─西成郡難波村の
土地所有構造─」広川編前掲書所収。
１３）加来良行「大阪市営水道の拡張と接続町村─西成郡鷺洲村・町の地域開発と水道
問題を手がかりに─」広川編前掲書所収。
近代大阪の都市社会史研究における土地所有構造論 ３２１
叢生しつつある宅地地主に利害を形成し，社会基盤整備への欲求につながっ
たことである。加来の研究は接続町村の実態に分け入った社会構造分析を基
礎に，工業化の矛盾と地域行政が水道事業という局面で切り結ぶさまを明ら
かにした，優れた接続町村分析といえよう。
３ 開発行政と対峙する都市社会
前掲名武論文は，御堂筋建設が高麗橋３丁目・４丁目に「裏通り」と「表
通り」の区別をもたらし，これが土地所有構造の分岐点になったとする。御
堂筋建設のような大規模開発と都市社会の関係を解明するためには，地域で
発生する利害や反発を検討に組み込む必要がある。なぜならば，用地買収に
伴う損失の発生とそれに対する補償という局面で，開発行政と都市社会が対
峙することになるからである。また，この局面が都市社会の内部構造によっ
て規定されることにも注意が必要である。
この節では，大阪市による開発行為と，これに対峙する（しない）都市社
会の構造を解明した先行研究を取り上げて検討する。以下に検討する佐賀朝
論文・加来良行論文は，都市内の地域における土地所有構造の把握を基礎と
して，中央卸売市場設置に伴う在来市場への補償や市電第二期計画に伴う用
地買収に対する地域の対応を検討したものである。
佐賀論文１４）は，中央卸売市場設置に伴う卸売人収容と在来市場存続をめぐ
る諸問題を検討した。特に難波木津市場については，土地所有構造を基礎と
して社会＝空間構造を分析し，在来の市場（いちば）社会の再編過程で発生
した利害と補償をめぐる市との軋轢を土地所有を基礎として解明した。国法
である市場法は在来市場開設者と卸売業者（問屋）のみを補償対象とし，地
主・家主に補償を与えない。こうした法的枠組みの下，木津難波市場におけ
る市場経営と土地所有の分離構造が複雑な利害（その核心部分は市場関係者
ではない地主が，市場経営に伴う利益を喪失すること）を生み，在来市場存
１４）佐賀朝「大正～昭和初年の都市大阪における市場社会─中央卸売市場設置問題を
素材に」『歴史科学』第２１７号，２０１４年。
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続運動が激化する条件となったのである。
加来論文１５）は，市電第二期線計画における市による低価格での用地買収に
対する地主の抵抗や，その条件となった地域社会構造を解明した。地域の公
共的利害の担い手である居付地主が強い結束を示した土佐堀地域に対し，営
業の喪失に対して補償を受けられない借店営業者層が集中する新町東部地域
のうち西裏筋東側の特徴が浮かび上がった。日露戦後の大阪市政を揺るがし
た市政改革運動の直接的契機となったのは第三期線の路線変更運動であっ
た。加来論文は，その前提として第二期線計画において，「予選派議員」に
依存せず自立し，行政的・司法的手段を駆使して抵抗する中堅地主が存在し
た事実を解明したのである。加来論文は，土地所有と利用の実態を住民と都
市行政・政治との関係の基礎条件と位置付け，その精緻な分析を通じて地域
社会構造の特質を明らかにした。
このような両論文にまたがる論点を，土地所有構造を都市社会の規定要因
として重視する観点から三点挙げておきたい。第一に，いずれの事例でも，
開発に伴う補償の対象が法という形態で設定されているが，土地所有を軸と
すると収用法と市場法の対比的な性格が明らかとなる。特に市場という空間
を構成する社会的要素１６）のうち地主・家主を補償しない後者は，土地所有構
造という観点から卸売市場設置問題を捉えることの重要性を，逆説的に明ら
かにするものといえよう。
第二に，二つの事例から，特定の場での営業の集積が生み出す，土地所有
に限定されない，あるいは法的補償の対象とはならない多様な価値（都市社
会の豊かさ）が明らかにされた。それらは「老舗」「得意」といった営業上
の諸価値であったが，土地所有を土台としながらも複合的形態の諸利害をま
とった居座り問題それ自体が，場に即した価値（つまり土地所有に規定され
１５）加来良行「日露前後，大阪市電の敷設事業と都市社会」同上所収。
１６）これに関連して想起されるのは，近世問屋の関係所有と売場所有という論点であ
る（原直史「商いがむすぶ人びと」同編『商いがむすぶ人びと』（吉川弘文
館，２００７年）所収）。こうした近世のあり方を問屋の本源的な姿とすると，市場
法はこれを突き崩していく性質を持ったと言えるのではないだろうか。
近代大阪の都市社会史研究における土地所有構造論 ３２３
る）の集積を体現していたといえるのではないだろうか。
第三に，新町東部地域における市電用地買収への地主の対応から浮かび上
がったのは，当該地域の地主が土地・建物の収用に応じることに対し，補償
が受けられない借店営業者層の抵抗が予想されるという，所有・非所有の対
抗関係を内包した地域のあり方であった。地主層は借店営業者層の抵抗を未
然に封じようとして，代理人を立てて市と地上物権移転協定を結んだ（つま
り買収への抵抗運動には消極的な姿勢をとった）と考えられる。地域におけ
る土地所有構造の把握は，対抗的位置にある非所有者の存在を浮かび上がら
せることにもつながるのである。
ただし，両論文および佐賀・加来前掲論文にも共通する問題点がある。そ
れは，土地所有構造の長期的変遷を捉える視点が欠如しているということで
ある。近代大阪における土地所有を解明するための基礎史料として知られる
のが，稲津近太郎『大阪地籍地図』（吉江集画堂，１９１１年）１７）である。この史
料は，地租の課税台帳である土地台帳に記録された土地一筆ごとの地価・地
租の長期的履歴から１９１１年時点，つまり刊行当時の最新情報を抜き出して
一覧表とし，公図（土地の所在地を明示する）と対照可能とした出版物であ
る。佐賀・加来ともにこの史料を駆使して研究対象地域の土地所有を分析し
１７）稲津近太郎『大阪地籍地図』吉江集画堂，１９１１年。復刻版として，宮本又郎監
修，名武なつ紀解題『地籍台帳・地籍地図〔大阪〕』（柏書房，２００６年）が刊行
されている。『大坂地籍地図』出版の背景として名武は「市街地の拡大すなわち
都市化の進展」があったとし，大阪税務監督局長渡辺義郎と大阪商業会議所会頭
土居通夫の序文も「都市化の進展と土地売買の密接な関わり」に論及するものと
指摘している（前掲「解題」）。しかし『大阪地籍地図』編集・出版の意義につい
ては都市化一般という背景の把握に止めることなく，１９１１年（明治４４）という
時期が持つ固有の意義にまで踏み込む必要がある。筆者が調査した北区西野田大
野町２丁目の土地台帳（大阪法務局所蔵）の記載によると，１９１０年には宅地地
価修正法に基づく宅地の地価修正（賃貸価格の１０倍とする）と，地租条例改正
による市街宅地と郡村宅地の宅地への一本化と課率の設定（地価の１００分の
２．５とする）が行われた。『大阪地籍地図』に記される地価はこの修正地価であ
る。１９１０年の土地税制改正は都市周辺の農地の急速な宅地化と，地価の実勢へ
の対応であった。この改正が行われた時点の大阪市域（その周縁部は１８９７年に
編入された旧三郷接続町村）と，都市化の途上にあり土地取引の活性化が見込ま
れる（第二次）接続町村の全土地について，新しい土地税制下の最新情報を網羅
したのが，１９１１年出版の『大阪地籍地図』といえるのではないか。
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ているのであるが，それだけではその視野は，当然ながら１９１１年時点に限
定されてしまう１８）。この点で，土地台帳そのものや登記簿の調査を元に「土
地所有変遷図」を作成し，１８９０年頃から終戦時に至る期間の変遷を追跡し
た名武の研究手法はすぐれていたといえよう。名武のこうした手法は，近世
以来の市街地形成を前提に，資本主義的工業生産への地域的対応の結果，は
げしく変容していく旧三郷接続町村の地域構造を解明するという課題にも応
用される必要がある。ここで検討した事例では木津難波市場とその周辺や西
成郡鷺洲村は，こうした視点に立った分析が必要な素材である。筆者の既発
表論文は，旧三郷接続地域である福島・野田地域を素材に，この分析を実践
したものである１９）。
４ １９３０年代の大阪市南部における中小工場群と「不良住宅地区」
ここまで近代大阪の都市社会史を，土地所有構造に注目して解明しようと
した先行研究を取り上げて検討してきた。本節では１９３０年代の大阪市南部
における中小工場群の分布と「不良住宅地区」の関連を検討した鈴木良によ
る二つの論文を取り上げる２０）。鈴木の二論文は土地所有の問題を正面から分
析しているわけではない。しかし「第一次大戦終了後から大恐慌をへて戦時
体制に突入するまでの時期（１９１９～１９３５年頃）に日本資本主義は確立した」
という展望を持つ鈴木２１）が，伝統都市周縁地域の社会史をどのような方法で
１８）筆者による佐賀前掲書の書評を参照。拙稿「（書評）佐賀朝著『近代大阪の都市
社会構造』」大阪市立大学日本史研究室『市大日本史』第１３号（２０１０年）所収。
この点に関しては，名武論文を前提とした小原丈明の研究がある。小原は現JR
大阪駅付近（旧西成郡曾根崎村および北野村）を対象として土地所有の変遷を分
析し，明治期以降における都市の形成や変容を明らかにした。小原丈明「戦前期
における現在の大阪都心地区での土地所有権の変遷」『日本地理学会発表要旨集』
２００６年，所収。
１９）拙稿「工業化初期における大都市周辺の地域社会と近代都市地主」（広川編前掲
書）。
２０）鈴木良「近代日本の地域支配構造を考える」地域史惣寄合呼びかけ人『地域史と
住民・自治体・大学』（２０１２年）所収，「地域支配構造の発展」『部落問題研究』
第２０５号（２０１３年）所収。ともに部落問題研究所編『身分的終焉と部落問題の
地域史的研究』（同所，２０１６年）所収。
２１）鈴木のこうした展望については，拙稿「第一次世界大戦期における社会変動と都
近代大阪の都市社会史研究における土地所有構造論 ３２５
解明しようとしたのかを学ぶことは，本論文にとって大きな意味を持つ。以
下，鈴木の研究をトレースした上で，工場立地と地域開発が相互に作用しあ
いながら地域社会を変動させていくダイナミズムの下で土地所有構造論が持
つ意味について考察を加えていく。
鈴木は「日本における資本主義の形成とその特質を，近代都市大阪の形成
を対象として考察」する作業の一環として，１９３０年代の大阪市南部（西成
区と浪速区）における中小工場の分布と「不良住宅地区」の関連を分析し
た。鈴木が分析対象とした１９３０年代には，行政面では大阪市が第二次市域
拡張を実施（１９２５年）して西成郡・東成郡の全体を市域に取り込んだ段階
であり，第一次市域拡張実施以降の西成郡今宮村と南区の行政区画は西成区
と浪速区に再編されていた。「寄せ場である釜ヶ崎」を含む西成区と，「近世
の渡辺村からつづく西浜部落」をその内部に持つ浪速区を分析することで，
「近代に継続した貧困地区の形成の根源」に迫りうる，と鈴木は考えたので
ある。
鈴木は，西成区・浪速区内に特徴的な小区画を見出し，１９３０年代におけ
る地域の特徴を次のように把握した。
①津守町の工場地帯（西成区西部）
巨大工場（大日本紡績）および大工場（浅野セメント・大原造船鉄工所な
ど八工場）に加え，金属・機械器具の中小工場が１２３を数える。地区内の不
良住宅地区は重工業化の下で増加した鉄工労働者や履物工，皮革工という
「部落」家内工業労働者（西浜から流入）の居住地となっている。
②西成区西北部の中小工場地区
この地区には不良住宅地区が１５ある。その全地区で職業の筆頭は鉄工で
ある。履物工・皮革工が鉄工に続いて多い地区が１０あり，さらに電気工・
木型工・大工左官が多く，部落の工業が見られない地区が５ある。
③浪速区の三地区
市問題─研究史の検討から─」（『桃山学院大学経済経営論集』第６１巻第１号
（２０１９年７月）所収）で検討した。
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▼北西部（地区A）金属・機械器具の小工場が多数を占める。不良住宅地区
の住民には鉄工や木型工が多い。
▼西浜と周辺（地区B）西浜に木津北島町を加えた栄町にほぼ重なる地区。
住民の約半数が不良住宅地区に居住。皮革関連工場が多く履物工・皮革工が
目立つが，朝鮮人や鉄工が増えるなど資本主義発達に伴う変化も見出され
る。
▼元難波村の東半分（地区C）不良住宅地区に居住する鉄工・硝子工などが
多い。
以上に見た鈴木による地域把握は，『大阪市工場一覧 昭和１３年版』と大
阪市社会部『本市に於ける不良住宅地区調査』（１９３８年）を重ね合わせた分
析が特徴的である。鈴木はこれらの史料を用いて，１９３０年代後半時点の西
成区・浪速区における工場の分布を，「不良住宅地区」の広がりと一体で捉
えることにより，資本主義の発達に伴う部落の変化を捉えようとしているの
である。その変化とは，重工業の発達の影響で鉄工労働者の比重が地域で高
まることや，植民地出身労働者が渡航してくることであり，さらには地域に
展開する中小規模の金属・機械器具工場が下請け等の形態で大規模工場と結
びつきを強めていくことである。鈴木の議論では，大阪市南部における中小
工場（西成区・浪速区が工業生産額や工場数が大きい地域ではないことに注
意）の展開が日本資本主義確立期における近代都市大阪を特徴づけるのであ
り，それは西浜やその周辺に混住と呼びうる居住形態を生み，古い社会関係
を突き崩していくのであった。鈴木の研究は，資本主義の発達に伴う近代日
本社会の構造的転換を，都市大阪を素材として捉えようとするものであり，
地域レベルの工業化過程の解明が社会構造の展開の把握にまで射程を伸ばし
うることを示す好例であるといえよう。
鈴木論文の意義を以上のように理解した上で，その問題点と，本論におい
てそれらを克服する道筋を示したい。第一に鈴木論文の問題点は，１９３０年
代の大阪市南部における住工混在密集地帯の歴史的な形成過程を明らかにし
ていないところにある。鈴木は１９３０年代後半に分析の視点を据えている。
近代大阪の都市社会史研究における土地所有構造論 ３２７
しかし浪速区や西成区となっていく地域は，近世以来の「皮多町村」２２）とし
て市街化を遂げていた西浜，遅くとも近代初頭には市街地への発展を開始し
ていた難波村・木津村の集落部分（難波木津市場はその物質的・社会的核と
なったであろう）を拠点として，流入する人口を受け止める空間を形作って
いく。このような，旧三郷の南部に接続する町村およびそこから外縁に向
かって接続する郡村部において人口が密集し，その生活空間が膨張していく
プロセスを，資本制工業生産への地域による対応として明らかにする必要が
ある。
第二に，当該地域の社会構造が形作られていくもう一つの筋道として，
（鈴木も触れているように）日露戦後の耕地整理事業２３）や津守新田永小作権
問題の処理過程２４）という，土地所有構造の再編にも関わる開発が地域で営ま
れてきた。こうした空間で展開したであろう都市化と開発の相互作用の所産
として，１９３０年代の密集状況を捉える必要がある。
第三に，上記の総体として描きうる近代における地域形成過程の基礎に土
地所有構造とその再編という概念を据え，地域開発に対する地主の主体性
や，宅地開発（それによる構築物の一部が１９３０年代に不良住宅地区とされ
る）に伴う地域への借家層の登場（新しい社会関係の形成）といった諸問題
を議論に組み込むことが必要である。この点は，鈴木論文では「混住」とい
う，部落を変化させる居住形態の出現によって示されているが，より具体的
に，地主・家主と借家人の間で取り結ばれる関係の把握に向かっていく必要
がある。
おわりに
冒頭に記したように，筆者の都市社会史および地域史の研究視角は，土地
２２）吉田伸之「城下町の類型と構造」佐藤信・吉田伸之共編著『新体系日本史６ 都
市社会史』（山川出版社，２００１年）所収。後に吉田『伝統都市・江戸』（東京大
学出版会，２０１２年）所収。
２３）鈴木勇一郎『近代日本の大都市形成』岩田書院，２００４年。
２４）大阪府内務部『大阪府下ニ於ケル永小作地並其ノ整理』１９３３年。
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所有を基礎とした地域の空間構造分析である。本稿では近代大阪の都市社会
史という領域の主な先行研究を取り上げて検討し，近代における土地所有と
都市社会形成過程の歴史的特質を解明するという観点からコメントしてき
た。本稿で論じてきた事柄の基底にある，土地所有構造研究の意義につい
て，ここで述べておきたい。
それは，近世以来の地域史の展開のなかで構築されてきた人々の生活空間
が，近代における資本主義的生産様式の地域への浸透をいかにして拘束した
のか，またそのなかで資本主義化への地域的対応である開発がどのようにし
て実現したのかを明らかにすることである。資本主義に対応した土地所有権
は地租改正や民法を通じて制度的に確立していくが，所有主体の土地に対す
る関係が具体的に表れるのが地域である。土地所有権の国家による認定が地
域で具現する上で，土地と人間の歴史的関係性が前提とならざるを得ない。
また，地域を変貌させる開発に際しても，土地所有権は規定的要因となるで
あろう。
こうした認識を踏まえ，筆者は地域という空間で歴史的・社会的性格を
伴って具体化する，人々の土地に対する関係行為の総体を土地所有構造と捉
える。そして近世近代移行期と日本資本主義の形成・確立過程における土地
所有構造の再編過程の解明を通じて，近代における日本社会の構造的変容を
明らかにしていきたい。
以上の検討と考察を踏まえ，筆者が「近代日本における土地所有構造と地
域社会」という主題の下，近代大阪の都市社会史研究に取り組む方法や視角
について，三点にわたって述べておきたい。
第一に，旧大坂三郷という伝統的都市空間に接続する郡村部に注目し，近
世以来の市街化空間と企業勃興期（１８８０年代後半）以降の開発空間の複合
として成り立つ地域における，土地所有を基礎とする空間構造とその再編過
程を明らかにする。地域の空間構造とその再編を具体的に把握するために，
地域の地主層（近世以来の都市地主と近代に叢生する都市地主）による貸家
経営，工場への土地売却，鉄道事業への参画といった地域開発に注目し，資
近代大阪の都市社会史研究における土地所有構造論 ３２９
本主義が地域にもたらす社会変動への対応が土地・家屋の所有関係によって
規定されていた事実を明らかにする。
第二に，資本主義的工業生産の地域への登場が地主層に利害を生み，また
それへの対応として地域開発が行われた結果，地域住民が集積不利益を被る
ことになる都市問題のメカニズムを明らかにする。土地所有構造とその再編
という視角から地域の社会変動を捉えることによって，地主の利害・欲求や
主体性と住民の生活環境の間に発生する矛盾を組み込んだ地域社会形成過程
を再構成していく。
第三に，近世以来の市街化空間と，田園地帯から住工商混在の密集地帯へ
と変貌する開発空間とが複合して成り立つ伝統都市周縁部における，借家層
または新住民の存在形態を多面的に明らかにしていく。地域における有産者
秩序に対しては非所有者として立ち現れる新住民は労働者諸階層を中心に中
間層にも及ぶ。筆者の研究では，土地所有構造論を通じて非所有主体をも視
野に収めることによって，地域の資本主義的発達が住民間の社会関係を再編
していく過程を明らかにする。
（以上）
（しまだ・かつひこ／経済学部教授／２０１９年１１月１日受理）
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